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第二部　労働運動

III　労働争議

４　主要連合団体別にみた争議

　争議行為をともなう争議を主要連合団体別にみると（第91・92表）、行為参加人員では総評が二七

六万二〇〇〇人で全体の約九割を占めており、以下同盟一万九〇〇〇人、中立労連一万七〇〇

〇人、新産別九〇〇〇人の順となっている。また「半日以上の同盟罷業」による労働損失日数では

総評が三七万四〇〇〇日で全体の七割弱、ついで同盟の二万五〇〇〇日、中立労連一万九〇〇

〇日、新産別一万二〇〇〇日であり、前年とくらべて総評と同盟では「半日以上の同盟罷業」で行

為参加人員、労働損失日数ともに減少したのにたいし、「半日未満の同盟罷業」はいずれも増加し

た。中立労連の場合には「半日未満の同盟罷業」、「半日以上の同盟罷業」のいずれも減少し、とく

に労働損失日数の減少が目立つのは既述の電機労連の動向を反映している。

【参考資料】(1)労働省統計情報部「労働争議統計調査年報告」、(2)労働省『労働白書』および『労働

運動白書』、(3)東京都労働経済局「東京の労働」、(4)日本労働協会『年報　日本の労使関係』
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